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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交
付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主
の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律
でお送りしております。

2023年６月7日

株主各位

第10回定時株主総会の招集ご通知に際しての
電子提供措置事項

新株予約権等の状況
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

株主資本等変動計算書
個別注記表

株式会社ＺＵＵ
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新株予約権の状況

第 1 １ 回 新 株 予 約 権

発行決議日 2022年７月20日

新株予約権の数 370個　
新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式 37,000株

(新株予約権１個につき 100株)　
新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要し

ない
新株予約権の行使に際して出資される財産の
価額

新株予約権１個当たり 103,400円
(１株当たり 1,034円)　

権利行使期間 2024年７月１日から
2032年７月19日まで

行使の条件 （注）

使用人等への
交 付 状 況

当社使用人
新株予約権の数 370個
目的となる株式数 37,000株
交付者数 74名　

子会社の役員及び使用人
新株予約権の数 －
目的となる株式数 －
交付者数 －　

新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
　　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

（注）行使の条件
(１) 本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社又は当社の関

係会社の取締役、監査役又は従業員である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続
して、当社又は当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要す
る。但し、当社取締役会が正当な理由があるものと認めた場合にはこの限りではない。

(２) 本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することがで
きない。
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新株予約権の状況

(３) 新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本新株予約権を行使する
ことができない。但し、以下の①、③、⑨号の場合を除き、当社取締役会が合理的に別段の取扱い
を行うことについて賛成した場合にはこの限りではない。

 ① 禁錮以上の刑に処せられた場合
 ② 当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締役等の役員若

しくは使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（但し、当社の書面による事前
の承認を得た場合を除く。）

 ③ 法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合
 ④ 差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処分を受け

た場合
 ⑤ 支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手が不渡り

になった場合
 ⑥ 破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった場合又は自ら

これを申し立てた場合
 ⑦ 就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合
 ⑧ 役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合
 ⑨ 反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去5年以内にこれらに該当した

疑いのある場合
(４) 本新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間（1月1日から12月31日まで）の合

計額は、1,200万円を超えてはならない。

　③ その他新株予約権に関する重要な事項
　　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１. 当社グループの社会的責任を果たすため、「法令遵守」、「倫理面の充実」、「社会貢
献」及び「財務報告の信頼性」を柱とする倫理規範を定め、法令を遵守し、高い倫理規範
を持って行動しております。

２. コンプライアンスを経営の重要課題のひとつと位置づけ、社員に対しその重要性を強調、
明示し、企業風土づくりに努め、当社における重要な法令違反その他コンプライアンスに
関する重要な事実等の報告を受けた場合には、遅滞なく取締役会に報告するとしておりま
す。

３. 取締役会は、取締役会等重要な会議をとおして各取締役の職務執行を監督し、監査等委員
会は取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査しております。

４. 社外の弁護士その他第三者機関との関係を保ち、必要がある場合に意見を求め、法令違反
等の未然防止に努めております。

５. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制を確保しており
ます。

６. 反社会的勢力との関係は、法令違反に繋がるものと認識し、その取引は断固拒絶し反社会
的勢力による被害の防止に努めております。

７. 当社グループの取締役が、コンプライアンス上の問題を発見した場合に、速やかに報告で
きる体制として弁護士による社外相談窓口を設置し、相談・提案を受けた弁護士は、速や
やかに監査等委員会へ報告する体制とし、問題の早期発見、解決を図るよう努めておりま
す。

８. 社外相談窓口や監査等委員会への報告を行った当社グループの取締役に対して、当該報告
をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止しております。

９. 内部監査担当者は、内部監査規程に基づき法令及び定款の遵守体制に対して監査を行い、
その有効性について評価し、是正、改善の必要があるときは、遅滞なく代表取締役に報告
し、同時に監査等委員会へ報告するものとしております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報・文章の取扱いは、当社社内規程及びそれに関する各管理マニ
ュアルに従い、適切に保存及び管理の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、各規程の
見直し等を行っております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１. 部門責任者は､その担当業務に関するリスクの把握に努め､優先的に対応すべきリスクを選
定した上で､具体的な対応方針及び対策を決定し､適切にリスク管理を実施しております。

２. 販売先、外注先、銀行、子会社との取引は業務分掌規程、職務権限規程及び職務権限表、
稟議規程、経理規程、グループ会社管理規程に基づいて行い、コーポレート部部長を責任
者として管理の事務局はコーポレート部が行っております。

３. 重要情報の適時開示を果たすため、取締役は、会社の損失に影響をあたえる重要事実の発
生の報告を受けた場合は、遅滞なく取締役会または代表取締役に報告し、取締役会または
代表取締役において報告された情報が開示すべきものかどうかを判断し、適時適切な開示
の指示を行っております。

４. 取締役、執行役員、子会社取締役は、取締役会等において会社の財務状況の把握に努め、
担当する部門における月次損益状況を報告し、会社の損失に影響を与える重要事実が発見
された場合は、その情報が開示すべきものかどうかを判断し、適時適切な開示を行うもの
であります。

５. 内部監査担当者は、内部監査規程に基づきリスク管理体制に対して監査を行い、その有効
性について評価し、是正、改善の必要があるときは、遅滞なく代表取締役に報告し、同時
に監査等委員会へ報告するものとしております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制として、取締役会を月１回開
催するほか、適宜臨時に開催するものとし、経営に係わる業務執行上の重要案件について
は、取締役及び執行役員にて事前審議を行い、その審議を経て執行決定を行うこととして
おります。

２. 取締役の業務執行については、取締役会規程、役員服務規程、稟議規程、業務分掌規程、
職務権限規程及び職務権限表に基づき、それぞれの責任者及びその責任、執行手続等につ
いて定めることとしております。

３. 取締役が業務執行を効率的に行うために、業務の合理化及び手続き等の簡略化に努め、必
要があるときはコーポレート部からの助言を得るものとしております。

４. 業務の効率化を図るため、内部統制が有効に機能するようITシステムに関する整備を推進
しております。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
１. 当社グループは、当社グループ全体の企業価値の向上を図り、社会的責任を全うするため
に、グループ会社間の指揮、命令、意思疎通の連携を密にし、指導、助言、評価を行いな
がら企業集団としての業務の適正を図るものとしております。

２. 当社グループの業務の適正を確保するための体制として、グループ会社管理規程を定め、
グループ会社の管理はコーポレート部が行うものとしております。グループ会社に重要な
法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実等が発見された場合は、遅滞なくコ
ーポレート部管理担当取締役を通じて、取締役会に報告し、同時に監査等委員会へ報告し
ております。

３. グループ会社に対する管理、支援等を行う管理者、サポート部門を本社内に定め、当社グ
ループとしての情報の共有・伝達に努めております。

４. 内部監査担当者は、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を代表取締役に報告し
ております。
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⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及びにその使用人の取締役からの独立
性に関する事項
１. 監査等委員会が、監査の実施のために必要に応じて補助者を配置するよう求めた場合は、
監査等委員会と協議の上、適任者を任命しております。任命された補助者は、監査等委員
会の補助業務を遂行するにあたっては、取締役等の指揮命令を受けないものとしておりま
す。

２. 監査等委員会の補助業務を行う補助者を任命した場合は、監査等委員会の指揮命令に従う
旨を当社グループの取締役及び使用人に周知するものとしております。

⑦ 上記⑥の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査等委員会の
指示の実効性の確保に関する事項
１. 監査等委員会が、監査の実施のために必要に応じて補助者を配置するよう求めた場合は、
適任者を監査等委員会と協議の上、任命しております。任命された補助者は、監査等委員
会の補助業務を遂行するにあたっては、取締役等の指揮命令を受けないものとしておりま
す。

２. 監査等委員会の補助業務を行う補助者を任命した場合は、監査等委員会の指揮命令に従う
旨を当社グループの取締役及び使用人に周知するものとしております。
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⑧ 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委
員会への報告に関する事項
１. 当社グループの取締役及び使用人は、当社グループに重大な法令違反、定款違反や業績に
著しい損害を及ぼすおそれのある事実その他会社運営上の重要事項があるときは、速やか
に当社監査等委員会に報告するものとしております。

２. 監査等委員会は、取締役会及び重要な会議への出席、関係資料の閲覧等を行い、積極的な
意見交換を行うことができるほか、必要があれば取締役及び使用人に対しその説明を求め
るものとしております。

３. 内部監査担当者は、内部監査規程に基づき、内部監査の計画の立案及び実施に当たって
は、監査等委員会と密な連携を保つと同時に、定期的な報告を行い、必要に応じて特定事
項の調査の依頼を受けるものとしております。

４. 内部統制担当部門は、監査等委員会と密な連携を保つとともに、監査等委員会からの求め
に応じて関係部署とともに監査上必要な調査を行うものとしております。

５. 監査等委員会による監査事務に不都合がある場合は内部監査人においてこれを補助してお
ります。

６. 監査等委員会は当社のコンプライアンス体制に問題があると認めるときは、その意見を述
べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとしております。

⑨ その他監査等委員会による監査が実効的に行われることを確保するための体制
１. 当社グループの取締役及び使用人は監査等委員会またはその補助使用人から業務遂行に関
する事項について報告及び関係資料の提出・説明を求められた場合は、迅速、適切に対応
するものとしております。

２. 監査等委員会がその職務の執行について、必要な費用の請求をした時は、速やかに当該費
用または債務を処理するものとしております。

３. 監査等委員会は監査法人との会合を定期的または随時にもち、財務報告の信頼性について
意見交換を行うものとしております。
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⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
① 取締役会については、取締役会を15回、書面によるみなし決議を３回開催し、法令及び定
款その他の各種規程に基づき適法性及び経営判断に基づく妥当性を満たすよう業務執行の決
定及び取締役の職務執行の監督を行いました。

② 当社は内部監査計画を定め、内部監査を実施し、その結果を代表取締役及び監査等委員会に
報告いたしました。

③ 当社は役員及び使用人に対し、インサイダー取引防止及びコンプライアンス研修を実施し、
法令遵守意識の定着に努めております。

④ 監査等委員の取締役は取締役会及び経営の重要会議に出席しております。また、定期的に代
表取締役との間で意見交換を行っております。

⑤ 監査等委員会は、会計監査人及び内部監査部門と監査における状況及び課題について定期的
に意見交換を行っております。

（注）当社は、2022年６月22日付で監査等委員会設置会社に移行いたしました。当事業年度期
初から移行直前までにおける内部統制システムの運用状況の概要においては、上記「監査等
委員の取締役」及び「監査等委員会」は、「監査役」「監査役会」となります。

－ 8 －



2023/05/31 10:40:59 / 22946672_株式会社ＺＵＵ_招集通知

連結株主資本等変動計算書

（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 879,556 819,625 △594,252 △337 1,104,591

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 90,031 90,031
連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減 △2,381 △2,381

連結子会社の増資による
持 分 の 増 減 69,905 69,905

自 己 株 式 の 取 得 △107 △107

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 変 動 額 ( 純 額 ) －

当連結会計年度変動額合計 － 67,524 90,031 △107 157,447

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 879,556 887,149 △504,220 △445 1,262,039

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

為替換算調整勘定 その他の包括利益累計
額 合 計

当連結会計年度期首残高 △1,858 △1,858 88,026 4,786 1,195,546

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － 90,031
連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減 － △2,381

連結子会社の増資による
持 分 の 増 減 － 69,905

自 己 株 式 の 取 得 － △107

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △2,060 △2,060 △2,039 6,712 2,612

当連結会計年度変動額合計 △2,060 △2,060 △2,039 6,712 160,060

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △3,918 △3,918 85,987 11,499 1,355,606

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の状況

・連結子会社の数 7社
・連結子会社の名称 株式会社COOL SERVICES

株式会社COOL
株式会社ユニコーン
ZUU SINGAPORE PTE. LTD.
株式会社ZUU IFA
ZUU Funders株式会社
株式会社ZUU Wealth Management

　　・連結の範囲の変更　　　　　　当連結会計年度から株式会社ZUU Wealth Managementを連結の範
囲に含めております。これは、株式会社ZUU Wealth Management
を完全子会社化したことにより、連結の範囲に含めることとしたもので
あります。

⑵ 持分法の適用に関する事項
　　持分法を適用していない関連会社（株式会社ZUUM-A）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券
　市場価格のない株式等
　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. 棚卸資産
　仕掛品
　　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
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2023/05/31 10:40:59 / 22946672_株式会社ＺＵＵ_招集通知

連結注記表

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産
　　建物は定額法、その他（工具器具備品）は定率法によっております。
　　なお、建物の耐用年数は８年～15年、工具器具備品の耐用年数は４年～15年であります。

ロ. 無形固定資産
　　定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
　　貸倒引当金
　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建て金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用
は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上しておりま
す。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、5年間の均等償却を行っております。
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⑥　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年３月31日）及び「収益
認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日）（以下「収益認識
会計基準」という。)等を適用しており、顧客との契約について、下記の５ステップアプローチに基づ
き、収益を認識しております。
　ステップ1：顧客との契約を識別する。
　ステップ2：契約における履行義務を識別する。
　ステップ3：取引価格を算定する。
　ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。
　ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

　当社グループにおける各サービスの収益認識基準は次のとおりであります。
①　広告関連収益

主な履行義務は当社が運営する自社メディア等に顧客の広告を掲載することであります。顧客と
の契約に基づき、顧客と合意した成果が得られた時点で収益を認識しております。

②　メディアシステム提供・運用支援関連収益
主な履行義務は顧客企業のメディアサイト構築、コンテンツ作成及び運用支援であります。サイ

ト構築、コンテンツ作成などの納品物を伴う業務については顧客の検収が行われた時点、運用支援
等については月々の役務提供の完了時点で収益を認識しております。

③　PDCA関連サービス収益
主な履行義務は当社PDCA理論等をベースとしたコンサルティングサービスの提供であります。

顧客との契約に基づき、実施時間に応じて収益を認識しております。
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　　　繰延税金資産（純額）
　　　（ 繰延税金負債と相殺前の繰延税金資産の金額

39,407千円
（39,407千円 ）

2. 表示方法の変更に関する注記
　前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「顧客預り金」は金額的重要性が増
したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。
　なお、前連結会計年度の「顧客預り金」は95,339千円です。

３. 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵ 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニング等により、繰
延税金資産の回収可能性を判断しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　課税所得の見積りは、過去の経営成績を踏まえて、今後のユーザー数、顧客数の増加を勘案した事業計
画に基づいております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　事業計画については、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の不確実な経済条
件の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に生じた課税所得の時期及び金額が見積りと異なる場
合、翌連結会計年度以降の税金費用に影響を及ぼす可能性があります。

のれんの評価
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　のれん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　107,874千円

⑵ 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　連結計算書類に計上しているのれんは、株式会社AWZ(現　株式会社ZUU Wealth Management)を
取得した際に生じたものであり、取得時における将来事業計画に基づき算定された超過収益力でありま
す。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
のれんの金額算定の基礎となる将来事業計画の収益見積りの基となる指標は、顧客（金融商品取引業者、
保険会社等）の数、及び、仲介業務を実施する業務委託契約先のIFA（独立系フィナンシャル・アドバイ
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ザー）（以下、IFA）の人数の見込等であり、当社のデジタル・マーケティングの顧客基盤、金融商品等
の仲介を通じたシナジー効果を勘案し、事業計画を策定しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　これらの見積りにおいて用いた仮定は合理的であると判断しておりますが、将来の不確実な状況変化に
より、仮定の見直しが必要となった場合には翌連結会計年度の連結計算書類において、減損損失の計上が
必要となる可能性があります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 47,823千円

顧客預り金 263,304千円

当座貸越極度額及び貸出コミットメント契約の総額 1,200,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 1,200,000千円

４. 連結貸借対照表に関する注記

⑵ 現金及び預金
　「現金及び預金」の中には、クラウド・ファンディング事業に係る顧客からの一時的な預り金が含まれ
ております。
　なお、これに見合う以下の債務が流動負債に含まれております。

⑶ 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
　当社グループは、資本効率の向上及び資金調達の安定性の確保を目的として、取引先金融機関５行と当
座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。当連結会計年度末における当該契約に係る
借入未実行残高は次のとおりであります。

　上記の貸出コミットメント契約(契約総額400,000千円、当連結会計年度末借入実行残高－千円)につい
て、以下の財務制限条項が付されています。（契約ごとに条項は異なりますが、主なものを記載しており
ます。）
① 各連結会計年度末における純資産の部の金額を、前年同期比75%以上に維持すること。
② 各連結会計年度末における経常損益を２期連続で赤字としないこと。

⑷　財務制限条項
　当社は取引銀行と長期借入金契約を締結しております。この契約には、下記の財務制限条項が付されて
おります。当該財務制限条項に抵触した場合は、期限の利益を失うこととされております。なお、当該財
務制限条項の対象となる借入金の金額は、1年以内返済予定長期借入金25,992千円、長期借入金99,676
千円であります。

①2024年3月期以降、各連結会計年度の末日における連結貸借対照表の純有利子負債の金額を連結損益計
算書におけるEBITDAで除した値を0以上4以下に維持すること。

②株式会社AWZ(現　株式会社ZUU Wealth Management)の各事業年度の決算期における単体の損益
計算書に示される経常損益、のれん償却額の合計から法人税等を控除した額について、2024年3月期
以降、前事業年度との2期平均で20百万円を下回らないこと。
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普通株式 4,749,860株

普通株式 332,680株

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

該当事項はありません。
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

該当事項はありません。

⑶ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、長期事業投資計画等に照らして必要な資金を自己資金及び銀行借入により調達してお
ります。一時的な余資は普通預金で保有しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金及び営業貸付金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券の一部
は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。敷金及び
保証金は、主として本社オフィス等の賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されており
ます。また、営業債務である買掛金、未払金及びクラウド・ファンディング事業において投資家が出資し
た金銭等である匿名組合出資預り金は流動性リスクに晒されております。短期借入金の使途は、主に運転
資金及び設備資金であります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりま
す。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権については主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及
び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま
す。

ロ. 市場リスクの管理
　当社グループは、投資有価証券の一部について、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把
握し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを
管理しております。匿名組合出資預り金については匿名組合契約に基づき資金繰計画を作成・更新す
るとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
(1) 敷金及び保証金 110,324 106,304 △4,020
(2) 営業貸付金 750,450 750,531 81
(3) 匿名組合出資預り金 750,450 750,531 81
(4)長期借入金(1年以内返済予定を含む) 125,668 122,922 △2,745

区分 連結貸借対照表計上額
投資有価証券
　　非上場株式
　　関連会社株式

50,000
5,000

１年以内
（千円）

1年超
5年以内
（千円）

5年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金  1,493,162 － － －
売掛金  421,409 － － －
営業貸付金  750,450 － － －
敷金及び保証金 － 63,553 － 46,771

合計 2,665,021 63,553 － 46,771

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2023年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：千円）

（注）１. 「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」「顧客預り金」「未払法人税等」
については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること
から、記載を省略しております。

２. 市場価格のない株式等は、時価開示の対象に含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上
額は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：千円）

3. 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
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１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金(1
年以内返済予
定を含む)

25,992 25,992 25,992 25,992 21,700 －

合計 25,992 25,992 25,992 25,992 21,700 －

4. 長期借入金(1年以内返済予定を含む)の連結決算日後の返済予定額

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　該当事項はありません。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 106,304 － 106,304
営業貸付金 － 750,531 － 750,531
匿名組合出資預り金 － 750,531 － 750,531
長期借入金(1年以内返
済予定を含む) － 122,922 － 122,922

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価については、返還時期を見積もったうえ、将来キャッシュ・フローを国債
の利回りで割り引いた現在価値により算出しております。

営業貸付金
　営業貸付金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用
スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算出しております。

匿名組合出資預り金
　匿名組合出資預り金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指
標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算出しております。

長期借入金(1年以内返済予定を含む)
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 20 －



2023/05/31 10:40:59 / 22946672_株式会社ＺＵＵ_招集通知

連結注記表

報告セグメント
合計フィンテック・

プラットフォーム
クラウド・
ファンディング

 広告関連収益 1,542,528 － 1,542,528
 メディアシステム提供・
 運用支援関連収益 866,000 － 866,000

 PDCA関連サービス収益 636,194 － 636,194
 その他収益 268,185 86,975 355,161
 外部顧客への売上高 3,312,908 86,975 3,399,884

当連結会計年度期首 当連結会計年度期末
 顧客との契約から生じた債権（売掛金） 501,092千円 421,409千円
 契約負債 53,515千円 58,439千円

７. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結注記表の「１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ⑷会計方針に関
する事項 ⑤その他連結計算書類の作成のための重要な事項 重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内
容を記載しているため、注記を省略しております。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 顧客等との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首残高及び期末残高
　当連結会計年度における顧客との契約から生じた債権、契約負債は次のとおりです。なお、当社グルー
プにおいて、契約資産はありません。

　なお、当連結会計年度期首時点の契約負債残高53,515千円は、当連結会計年度の収益として計上され
ています。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を
適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しています。
　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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⑴１株当たり純資産額 264円89銭
⑵１株当たり当期純利益 18円96銭

８. １株当たり情報に関する注記

9．企業結合に関する注記
取得による企業結合
　当社は、2022年12月27日開催の取締役会において、株式会社AWZ（現　株式会社ZUU Wealth 
Management）の株式を取得し、同社を完全子会社化することについて決議し、2022年12月29日に株式
譲渡契約を締結いたしました。

（1）企業結合の概要
　①被取得企業の名称及びその事業の内容
　　被取得企業の名称　　　　　　株式会社AWZ（現　株式会社ZUU Wealth Management）
　　事業の内容　　　　　　　　　 金融商品仲介業、生命保険及び損害保険代理業
　②企業結合を行った主な理由

デジタル・マーケティングを強みとし、顧客基盤を有する当社と、金融商品仲介業、保険代理業とい
ったライセンスを保有し専門的な提案活動を行うＡＷＺ社の両社が同グループとなることで、顧客基盤
に対する資産形成という新たな価値提供、IFAの効率的な顧客獲得と一気通貫での価値創造を実現するた
めに株式取得いたしました。

　③企業結合日
　　2023年１月31日（株式取得日）
　　2023年１月１ 日（みなし取得日）
　④企業結合の法的形式
     現金を対価とする株式取得
　⑤結合後企業の名称
     株式会社ZUU Wealth Management
　⑥取得した議決権比率
     取得後の議決権比率100％
　⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
　　当社が現金を対価として株式を取得したことによるもの
（２）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2023年１月１日から2023年３月31日
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（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 130,000千円
取得原価 130,000千円

（４）企業結合契約に定められた条件付取得対価の内容及び今後の会計処理方針
①条件付取得対価の内容

被取得企業の2024年3月期から2026年3月期までの各事業年度に設定した業績目標の達成度合いに
応じて最大370,000千円を追加で支払うことになっております。

②今後の会計方針
　　取得対価の変動が発生した場合には、取得時に発生したものとみなして取得原価を修正し、のれん

の金額及びのれんの償却額を修正することとしております。
（5）主要な取得関連費用の内訳及び金額
　　アドバイザリー費用等　　　12,500千円
（6）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額　　　113,552千円
　　なお、当連結会計年度において取得原価の配分が完了していないため、のれんの金額は暫定的に算定

された金額であります。
②発生原因　　　　　　　　　今後の事業展開によって期待される超過収益力により発生したものです。
③償却方法及び償却期間　　　５年間にわたる均等償却

（7）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 69,520千円
固定資産 29,914千円
資産合計 99,435千円
流動負債 25,947千円
固定負債 57,040千円
負債合計 82,987千円

（8）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に
及ぼす影響の概算額及び算定方法

売上高　　　　　　　　　　　　　138,121千円
営業利益　　　 　 　　　　　　　　  8,280千円
経常利益　　　 　 　　　　　　　　  9,241千円

親会社株主に帰属する当期純利益  △51,476千円
（概算額の算定方法）

　　企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得
企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。な
お、当該概算額には、支配獲得時に発生したのれんが当連結会計年度の開始の日に発生したものと仮
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定して、のれん償却の調整を含めております。
  　　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

（9）取得原価の配分
　　　　当連結会計年度において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算定が

未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的な情報に基づき暫
定的な会計処理を行っております。

（10）資金の調達方法
買収資金については主要取引銀行からの借入130,000千円によります。

10.重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

株 主 資 本

新　株
予約権

純資産
合　計資 本 金

　　資本剰余金 　　利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合　　計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 879,556 864,556 864,556 △611,788 △611,788 △337 1,131,986 88,026 1,220,012

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 106,880 106,880 106,880 106,880

自 己 株 式 の 取 得 △107 △107 △107
株主資本以外の項目の合計
年 度 変 動 額 （ 純 額 ） △2,039 △2,039

当 期 変 動 額 合 計 － － － 106,880 106,880 △107 106,772 △2,039 104,733

当 期 末 残 高 879,556 864,556 864,556 △504,907 △504,907 △445 1,238,759 85,987 1,324,746

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ. 関係会社株式
　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. その他有価証券
　　・市場価格のない株式等
　　　移動平均法による原価法を採用しております。
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　仕掛品
　　個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
　　建物は定額法、工具器具備品は定率法によっております。
　　なお、建物の耐用年数は８～15年、工具器具備品の耐用年数は４～15年であります。
② 無形固定資産

　　　定額法によっております。

⑶ 引当金の計上基準
　　貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

⑷ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建て金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。
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⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
収益及び費用の計上基準
　当社は、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年３月31日）及び「収益認識に関
する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日）（以下「収益認識会計基
準」という。)等を適用しており、顧客との契約について、下記の５ステップアプローチに基づき、収益
を認識しております。
　ステップ1：顧客との契約を識別する。
　ステップ2：契約における履行義務を識別する。
　ステップ3：取引価格を算定する。
　ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。
　ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

　当社における各サービスの収益認識基準は次のとおりであります。
①　広告関連収益

主な履行義務は当社が運営する自社メディア等に顧客の広告を掲載することであります。顧客と
の契約に基づき、顧客と合意した成果が得られた時点で収益を認識しております。

②　メディアシステム提供・運用支援関連収益
主な履行義務は顧客企業のメディアサイト構築、コンテンツ作成及び運用支援であります。サイ

ト構築、コンテンツ作成などの納品物を伴う業務については顧客の検収が行われた時点、運用支援
等については月々の役務提供の完了時点で収益を認識しております。

③　PDCA関連サービス収益
主な履行義務は当社PDCA理論等をベースとしたコンサルティングサービスの提供であります。

顧客との契約に基づき、実施時間に基づき収益を認識しております。
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　　　繰延税金資産（純額）
　　　（ 繰延税金負債と相殺前の繰延税金資産の金額

25,197千円
（ 25,197千円 ）

２. 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵ 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

　将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニング等により、繰
延税金資産の回収可能性を判断しております。

②　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　　課税所得の見積りは、過去の経営成績を踏まえて、今後のユーザー数、顧客数の増加を勘案した事業計

画に基づいております。
③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

　事業計画については、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の不確実な経済条
件の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に生じた課税所得の時期及び金額が見積りと異なる場
合、翌事業年度以降の税金費用に影響を及ぼす可能性があります。

関係会社株式
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　関係会社株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　142,500千円

⑵ 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

計算書類に計上している関係会社株式は、株式会社AWZ(現　株式会社ZUU Wealth Management)
の株式の取得原価であります。

②　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
当社は関係会社株式について、超過収益力を反映した実質価額と取得原価とを比較することにより、減

損処理の要否を判断しております。
超過収益力の評価においては、対象会社の将来の事業計画を基礎として超過収益力を見積もっており、

当該事業計画における重要な仮定の内容については、連結計算書類「３．会計上の見積りに関する注記　
のれんの評価」に記載のとおりであります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 47,024千円

　短期金銭債権 98,442千円
　短期金銭債務 25,870千円

当座貸越極度額及び貸出コミットメント契約の総額 1,200,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 1,200,000千円

(1)　関係会社との取引高
　営業取引による取引高
　　売　　上　　高 3,020千円
　　営　業　費　用 9,620千円
　営業取引以外の取引高 783千円

３. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

⑶ 当座貸越及びコミットメントライン
　当社は、資本効率の向上及び資金調達の安定性の確保を目的として、取引先金融機関５行と当座貸越契
約及び貸出コミットメント契約を締結しております。当事業年度末における当該契約に係る借入未実行残
高は次のとおりであります。

　上記の貸出コミットメント契約(契約総額400,000千円、当事業年度末借入実行残高－千円)について、
以下の財務制限条項が付されています。（契約ごとに条項は異なりますが、主なものを記載しておりま
す。）
① 各連結会計年度末における純資産の部の金額を、前年同期比75%以上に維持すること。
② 各連結会計年度末における経常損益を２期連続で赤字としないこと。

⑷　財務制限条項
当社は取引銀行と長期借入金契約を締結しております。この契約には、下記の財務制限条項が付されて

おります。当該財務制限条項に抵触した場合は、期限の利益を失うこととされております。なお、当該
財務制限条項の対象となる借入金の金額は、1年以内返済予定長期借入金25,992千円、長期借入金
99,676千円であります。
①2024年3月期以降、各事業年度の末日における連結の貸借対照表における純有利子負債の金額を、当

該決算期における連結の損益計算書におけるEBITDAで除した値を0以上4以下に維持すること。
②買収対象会社の各事業年度の決算期における単体の損益計算書に示されるキャッシュフローについて、

2024年3月期以降、前事業年度との2期平均で20百万円を下回らないこと。

４. 損益計算書に関する注記

－ 29 －
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個別注記表

普通株式 224株
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

　

(2)　関係会社株式評価損　　　　　　　　　　　　　　　　　 　52,509千円
　　関係会社株式評価損は、株式会社ユニコーンの株式に係るもの20,350千円、株式会社
COOL SERVICESの株式に係るもの32,159千円であります。

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

－ 30 －
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繰延税金資産
貸倒引当金 20,405千円
未払事業税 8,413千円
減価償却費 10,374千円
資産除去債務 4,630千円
関係会社株式評価損 240,630千円
投資有価証券評価損 18,555千円
その他 1,779千円

繰延税金資産小計 304,788千円
評価性引当額 △279,590千円
繰延税金資産合計 25,197千円
繰延税金資産の純額 25,197千円

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 31 －
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高
（ 千 円 ）

子 会 社
Z U U 
S I N G A P O R E 
P T E .  L T D .

所有
直接
100.0％

業 務 委 託
役 員 の 兼 任

費用の立替
(注１) ― 未 収 入 金 22,783

子 会 社 株式会社COOL
所有
間接
83.9％

資 金 の 援 助
従 業 員 派 遣

利息の受取
(注２) 555 未 収 入 金 830

子 会 社 株 式 会 社
COOLSERVICES

所有
直接
83.9％

資 金 の 援 助
従 業 員 派 遣

資金の貸付
(注２)
(注４)

33,175 貸 付 金 33,175

利息の受取
(注２) 227 未 収 入 金 227

子 会 社 株 式 会 社
ユ ニ コ ー ン

所有
直接
62.5％

業 務 受 託
従 業 員 派 遣

広告の企画
制作・掲載
受託
(注３）

3,020 売 掛 金 165

増資の引受
(注7) 20,350 ― ―

子 会 社
株 式 会 社
ZUUWealthM
a n a g e m e n t

所有
直接
100％

業 務 委 託
役 員 の 兼 任
資 金 の 援 助
被 債 務 保 証
被 担 保 提 供

資金の貸付
(注２) 30,000 貸 付 金 30,000

被債務保証
（注5）
被担保提供
（注６)

125,668 ― ―

７. 関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 当社は、業務経費の立替払いを行っており、かかる費用を請求しております。

２. 資金の貸付については、貸付利息市場金利を勘案して合理的に決定しております。
３. 当社は、広告の企画・制作・掲載の委託業務を請負っております。業務委託収入につきましては、業

務内容を勘案し、両社協議のうえ合理的に決定しております。
４. 連結子会社である株式会社COOL SERVICESへの貸付金に対し、貸付先の財政状態を勘案して、貸倒

引当金33,175千円、及び、貸倒引当金繰入額(営業外)33,175千円をそれぞれ計上しております。

－ 32 －
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５．当社は銀行借入に対して、子会社である株式会社ZUU Wealth Managementより債務保証を受け
ております。当該借入金の金額は、125,668千円であります。なお、保証料などの支払は行っており
ません。

6．当社は銀行借入に対して、子会社である株式会社ZUU Wealth Managementより同社の株式の担保
提供を受けております。取引金額には担保に対応する当該借入金の金額125,668千円を記載しており
ます。

7．増資の引き受けは、子会社が行った増資を引き受けたものであります。

－ 33 －
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⑴ １株当たり純資産額 260円81銭
⑵ １株当たり当期純利益 22円50銭

８. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表の「１．重要な会計方針に係
る事項に関する注記(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 収益及び費用の計上基準」に同
一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

９. 1株当たり情報に関する注記

1０.企業結合に関する注記
連結計算書類　連結注記表「９．企業結合等に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略

しております。

1１.重要な後発事象に係る注記
　　該当事項はありません。

－ 34 －


